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今週のキーワード 

社内通貨 

 05年頃、大手の一部で始まった。専用システムの開発等の負担が大きく、利用は限定的だった。

最近、運用の仕組みを提供する支援ビジネスが登場し、利用環境が整い増加している。その草分

けのダブルアップは、社内で企画されたコンテストやイベント毎に成績優秀な社員・スタッフに

対し、個人・グループ・各営業所単位で社内通貨を付与することができるサービスを行う。社員

は、社内通貨が溜まったらＰＣや携帯端末からアクセスできるマイページ上で通貨をゲットする。
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成果のご褒美「社内通貨」 
社員の生活の質向上にも寄与 
 

 給与などのお金は政府発行の法定通貨と決ま

っているが、地域通貨のようなコミュニティー

限定用もある。最近増えているのが「社内通貨」。

これは５年ほど前に登場した従業員向けの社内

限定用で、むろん正規の給与とは別で、現物給

付などでもない。 

 もともとは①従業員のやる気を高めるインセ

ンティブ、②人間関係構築のコミュニケーショ

ン手段、の目的で導入された人事労務・福利厚

生策。この２つに加え、副収入も期待できると

いう家計要素や自己研修、ライフプランニング

まで波及するトリプル効果が生まれている。 

 代表的な（株）ダブルアップ（東京）のＡＳ

Ｐサービス「Shaica」（シャイカ）は、社内通

貨の運用会社。社員の社内通貨が溜まったら、

会社が決めた商品で、図書券や資格取得費用補

助などと交換できる。また、毎月の残業時間を

比較して、前月より減っていれば減った時間に

応じて一定の社内通貨が付与される。さらにス

タッフ募集で社員が知人などを紹介すると、１

～10 万円分の社内通貨をゲットできる、などな

ど、社員は“副収入増”に結びつく。会社は残

業経費や求人コスト削減も図れる。 

 （株）ベネフィット・ワン（東京）の社内通

貨「BIPo」は、会社が定めた公的資格を取得し

た場合などに付与される。社内通貨は、狭義で

は人事労務策でも、社員の生活の底上げを図る

ＱＯＬ（生活向上）との見方をすれば、生きた

通貨の使い道といえる。 

長期化傾向にある税務調査日数 
調査で「申告是認」は４件に１件 

 

 東京税理士会がほぼ毎年行っている「税務調

査・書面添付アンケート調査」の2010年度結果（有

効回答数1,474会員）によると、税務調査件数は

2,516件で、有効回答数からみて１回答者（法人）

平均1.7件（前回2.9件）の調査があったことにな

り、ここ３年間では最少だった。また、調査件数

なしの回答は676通あり、うち関与先に調査がなか

ったのが590件。その他関与先がない74件、不明12

件。法人税調査は2,002件（前回3,136件）あり、

うち所得税の確定申告期に行われたものは98件

で、4.9％（前回比0.1％減）となっている。 

 調査日数について、「１日」で終了したものは、

日数が明記してあるもの2,357件のうち、516件で

21.9％（前回比1.9％減）、「２日」で終了したも

のは、1,125件で47.7％（同4.5％減）と、合計で

約７割となっている。一方、「３日～４日」が431

件で18.3％（同1.6％増）、「５日以上」が285件

で12.1％（同4.8％増）と、税務調査日数は長期化

傾向にある。特に５日以上の割合は過去３年間と

比べ最も高い数字となった。 

 調査結果については、内容記入のあった2,417

件中「申告是認」が593件で24.5％（前回比1.0％

減）、「修正申告」は1,759件で72.8％（同0.6％

減）、「更正」は65件で2.7％（同1.6％増）。ま

た、修正申告及び更正1,824件中、重加算税処分と

なったものは281件で22.8％（同1.1％増）だった。

 今回の調査で、申告是認のうち書面で通知があ

ったものは、59件で9.9％（同1.6％増）と、ここ

３年間横ばい状態が続いている。 

税務会計


